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規 則

支庁長事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２０年１１月２８日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１０７号

支庁長事務委任規則の一部を改正する規則
支庁長事務委任規則（昭和２３年北海道規則第８０号）の一部を次のように改正する。
農政部の項４の事項�中「第４２条」を「第３３条の６」に改め、同事項�の次に次のように
加える。
（３の２）同法第３４条の２第３号の規定による財産の状況又は業務の執行に関する監事か
らの報告の受理に関すること。
農政部の項４の事項（６の２）中「において準用する民法第８３条」を削り、同事項�中
「農業災害補償法第７１条第２項」を「同法第７３条の３第２項」に改め、同項２７の事項中「機
構営農用地整備事業等負担金等徴収条例」を「独立行政法人森林総合研究所営特定中山間保
全整備事業等負担金等徴収条例」に改め、同事項�中「第２条」の次に「及び第３条」を加
え、同事項�中「第３条」を「第４条及び第５条」に改め、同項３２の事項を次のように改め
る。
３２ 独立行政法人森林総合研究所法（平成１１年法律第１９８号）に基づく次に掲げること。
� 同法附則第９条第３項の規定によりなおその効力を有するものとされる独立行政法人
緑資源機構法を廃止する法律（平成２０年法律第８号）による廃止前の独立行政法人緑資
源機構法（平成１４年法律第１３０号）第２４条第３項及び第７項の規定による負担金の徴収
に関すること。

� 独立行政法人森林総合研究所法附則第１１条第３項の規定によりなおその効力を有する

ものとされる森林開発公団法の一部を改正する法律（平成１１年法律第７０号）附則第８条
の規定による廃止前の農用地整備公団法（昭和４９年法律第４３号）第２７条第３項及び第７
項の規定による負担金の徴収に関すること。
附 則

この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。ただし、農政部の項２７の事項及び３２の事項
の改正規定は、公布の日から施行する。

訓 令

北海道訓令第９号

本 庁
出 先 機 関

北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２０年１１月２８日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和４１年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
別表第２の保健福祉部保健医療局医務薬務課の事項第１項の課長専決事項の欄第３号中
「第６８条において準用する民法（明治２９年法律第８９号）第４０条及び第５６条」を「第４４条第３
項」に、「及び理事」を「の所在地又は理事」に、「定め、並びに仮理事を選任する」を
「定める」に改め、同号の次に次の１号を加える。
� 第４６条の４第５項の規定に基づき、医療
法人の仮理事を選任すること。
別表第２の農政部農業経営局農業支援課の事項第１項の課長専決事項の欄第３号中「第５８
条第３項」を「第５６条の２第４項」に改める。
別表第４の支庁の本庁水産林務部の分掌事項に次の２項を加える。
３３ 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法（平成２０年法律第３２号）の施行に関す
る事務
� 第４条第６項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、特定
間伐等促進計画の作成又は変更について市町村から協議を受けること。

� 第４条第７項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、特定
間伐等促進計画の写しを受理すること。

３４ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）の施行に
関する事務（美しい森林づくり基盤整備交付金に限る。）
� 第５条の規定に基づき、交付金の交付の申請を受理すること。
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� 第６条第１項の規定に基づき、交付金の交付の決定に関する事務のうち、申請に係
る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等を実施すること。

� 第７条第１項の規定に基づき、交付対象事業に要する経費の配分の変更の承認、交
付対象事業の内容の変更の承認、交付対象事業の中止又は廃止の承認並びに交付対象
事業が予定期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が困難となった場合にお
ける報告の受理及び指示に関する事務のうち、申請又は報告に係る書類等の受理、審
査及び必要に応じて行う現地調査等を実施すること。

� 第９条第１項の規定に基づき、交付金の交付の申請の取下げを受理すること。
� 第１２条の規定に基づき、交付対象事業の遂行状況に関する報告を受理すること。
� 第１４条（第１６条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、交付対象
事業の実績報告書等を受理すること。

� 第１５条の規定に基づき、交付金の額の確定に関する事務のうち、交付金実績報告書
等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等を行うこと。

	 第２３条第１項の規定に基づき、報告の徴収又は立入検査若しくは関係者に対する質
問を実施すること。

別表第４の保健福祉事務所第１３項第７号中「第５５条において準用する民法第７７条第２項」
を「第４６条の７」に改め、同項第８号中「第５５条において準用する民法第８３条」を「第４７条
の３」に改める。

附 則

この訓令は、平成２０年１２月１日から施行する。
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